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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第39期
第２四半期
累計期間

第40期
第２四半期
累計期間

第39期
第２四半期
会計期間

第40期
第２四半期
会計期間

第39期

会計期間

自  平成22年
    １月21日
至  平成22年
    ７月20日

自  平成23年
    １月１日
至  平成23年
    ６月30日

自  平成22年
    ４月21日
至  平成22年
    ７月20日

自  平成23年
    ４月１日
至  平成23年
    ６月30日

自  平成22年
    １月21日
至  平成22年
    12月31日

売上高 (千円) 15,170,58714,577,5377,642,4377,239,65029,437,648

経常利益 (千円) 361,185 323,199 198,843 176,267 671,605

四半期(当期)純利益 (千円) 205,201 71,580 113,718 98,216 371,535

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ─ ─ ─ ─ ─

資本金 (千円) ― ― 2,297,4302,297,4302,297,430

発行済株式総数
(内、普通株式)
(内、Ａ種優先株式)

(千株)
― ―

10,630
(8,680)
(1,950)

10,280
(8,680)
(1,600)

10,480
(8,680)
(1,800)

純資産額 (千円) ― ― 6,827,5816,621,4376,850,196

総資産額 (千円) ― ― 78,648,39379,081,00680,640,391

１株当たり純資産額 (円) ― ― 660.16 679.77 676.27

１株当たり四半期(当
期)純利益金額

(円) 27.77 9.69 15.39 13.30 42.97

潜在株式調整後１株当
たり四半期(当期)純利
益金額

(円) 8.05 3.71 4.59 5.13 15.33

１株当たり配当額 (円)

普通株式
─

Ａ種優先株式
─

普通株式
─

Ａ種優先株式
─

普通株式
─

Ａ種優先株式
─

普通株式
─

Ａ種優先株式
─

普通株式
5.00

Ａ種優先株式
30.00

自己資本比率 (％) ― ― 8.7 8.4 8.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 4,314,039△1,270,254 ― ― 3,185,764

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △151,127△288,801 ― ― 41,923

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △4,128,274△465,278 ― ― △1,584,876

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 5,769,7005,353,5397,377,872

従業員数 (名) ― ― 133 127 125
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(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用すべき重要な関連会社が存在しないため記載して

おりません。

３　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

４　第39期は、決算期変更により平成22年１月21日から12月31日までの11ケ月11日間となっております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成23年６月30日現在

従業員数(名) 127

(注)  従業員数は、臨時・嘱託契約の従業員を除いた就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【営業取引の状況】

「第５　経理の状況　１　四半期財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおり、第１四半期

会計期間より、新セグメントを適用しております。前年同四半期については、新セグメントの区分に組み替

えて表示しております。

 

(1) 契約実行高
　

セグメントの名称 契約実行高（千円） 前年同四半期比（％）

リース・割賦・
営業貸付事業

ファイナンス・リース 3,589,742 125.3

オペレーティング・リース ─ ─

割賦販売事業 3,097,399 114.8

 営業貸付事業 446,840 181.0

 リース・割賦・営業貸付事業計 7,133,982 122.7

不動産賃貸事業 335,103 235.3

その他 409,735 ─

合計 7,878,823 132.3

(注)　ファイナンス・リース及び不動産賃貸事業については、取得した資産の購入金額、割賦販売事業については、実行

時の割賦債権から割賦未実現利益を控除した額、オペレーティング・リースについては、賃貸物件の取得価額を

表示しております。なお、再リース取引の実行額は含んでおりません。

　
(2) 営業資産残高

　

セグメントの名称

第39期
第２四半期会計期間末

第40期
第２四半期会計期間末

期末残高(千円) 構成比(％) 期末残高(千円) 構成比(％)

リース・割賦・
営業貸付事業

ファイナンス・リース 37,137,402 55.3 34,828,132 51.7

オペレーティング・リース 610,611 0.9 535,840 0.8

割賦販売事業 16,719,837 24.9 16,649,586 24.7

 営業貸付事業 2,103,570 3.1 2,292,262 3.4

 リース・割賦・営業貸付事業計 56,571,421 84.3 54,305,820 80.7

不動産賃貸事業 10,449,138 15.6 12,204,309 18.1

その他 100,000 0.1 790,809 1.2

合計 67,120,559100.067,300,938100.0

(注) １　リース・割賦・営業貸付事業のうち、ファイナンス・リースについてはリース債権及びリース投資資産残高

を、オペレーティング・リースについては賃貸物品の帳簿価額を表示しております。

２　割賦販売事業については割賦債権から割賦未実現利益を控除した額を表示しております。
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(3) 営業実績

第40期第２四半期会計期間

セグメントの名称
売上高
(千円)

売上原価
(千円)

差引利益
(千円)

資金原価
(千円)

売上総利益
(千円)

リース・割賦・
営業貸付事業

ファイナンス・リース 3,624,424 ─ ─

─ ─

オペレーティング・リース 208,546 ─ ─

割賦販売事業 2,639,588 ― ―

 営業貸付事業 25,813 ─ 　

 その他 68,316 ― ―

リース・割賦・営業貸付事業計 6,566,6875,899,514667,173

不動産賃貸事業 639,028419,090219,938

その他 33,93518,90615,029

合計 7,239,6506,337,511902,139320,694581,446

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期会計期間の国内経済は、緩やかな回復基調にありましたが、東日本大震災の影響により企

業の生産活動が停滞し、個人消費も弱含みで推移しました。

また、民間設備投資の回復も緩やかで、社団法人リース事業協会統計によるリース取扱高の動きにも力

強さは無く、リース業界における経営環境は、依然として厳しい状況が続いております。

このような状況の中、当社は組織の有機的連携を強化し、きめ細かく効率的な営業活動に努めてまいり

ました。

その結果、当第２四半期会計期間における新規受注高は7,903百万円(前年同四半期比7.3％増)となり

ました。

損益面では、当第２四半期会計期間の売上高は7,240百万円（同5.3％減）、営業利益は169百万円（同

11.2％減)、経常利益は176百万円（同11.4％減）、四半期純利益は98百万円(同13.6％減)となりました。

当第２四半期会計期間におけるセグメントの業績は以下のとおりであります。

なお、第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第20号 平成20年３月21日）を適用しております。

　

［リース・割賦・営業貸付］

リース・割賦・営業貸付の新規受注高は7,164百万円、営業資産残高は54,306百万円となりました。

また、売上高は6,567百万円となりました。
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［不動産賃貸］

不動産賃貸の新規受注高は329百万円、営業資産残高は12,204百万円となりました。また、売上高は639

百万円となりました。

　

［その他］

その他の新規受注高は410百万円、営業資産残高は791百万円となりました。また、売上高は34百万円と

なりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第２四半期会計期間末の総資産は、前期末比1,559百万円減少し79,081百万円となりました。これは

主に割賦債権・リース投資資産の減少によるものです。

負債合計は、前期末比1,331百万円減少し72,460百万円となりました。これは主に借入金の減少による

ものです。

純資産合計は、前期末比229百万円減少して6,621百万円となりました。これは主に利益剰余金の減少に

よるものです。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間に係る営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前四半期純利益が176百万円

となり、仕入債務の増加額が363百万円、賃貸資産減価償却費が237百万円等の増加に対し、割賦債権の増

加額が553百万円、営業貸付金の増加額が457百万円、賃貸資産の取得による支出が375百万円、リース債権

及びリース投資資産の増加額が174百万円、リース債務の減少額が137百万円等の減少により1,331百万円

の減少(前年同四半期は938百万円の増加）となりました。

当第２四半期会計期間に係る投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払戻による収入が60

百万円等の増加に対し、定期預金の預入による支出が176百万円等の減少により117百万円の減少(前年同

四半期は11百万円の減少)となりました。

当第２四半期会計期間に係る財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の増加額が1,158百万

円、長期借入金の差引増加額822百万円等の増加に対し、債権流動化の返済による支出が312百万円、自己

株式の取得による支出が200百万円等の減少により1,334百万円の増加(前年同四半期は1,824百万円の減

少)となりました。

以上の結果、当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前四半期末比114百万円

減少し、5,354百万円となりました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

発生した課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【賃貸資産】

(1) 主要な設備の状況

平成23年６月30日現在における賃貸資産の内訳は、次のとおりであります。

区分 帳簿価額(千円)

オペレーティング・リース資産 535,840

不動産賃貸資産 12,138,757

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期会計期間において、前四半期会計期間末において計画中であった賃貸資産の設備投資に

ついて、重要な変更並びに重要な設備投資計画の完了はありません。

また、当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な賃貸資産の設備投資、除却等はありませ

ん。なお、取引先の意向に基づいて賃貸契約が終了したリース資産につきましては随時除却を行っており

ます。

　

２ 【自社用資産】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 27,000,000

Ａ種優先株式 3,000,000

計 30,000,000

(注)　「普通株式または優先株式につき消却があった場合でも、これに相当する株式数は減じない。」旨を定款に定めて

おります。

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,679,800 8,679,800札幌証券取引所
(注１)
単元株式数　1,000株

Ａ種優先株式
(行使価額修正条
項付新株予約権付
社債券等)

1,600,000 1,600,000─
(注２，３，４，５，６)
単元株式数　1,000株

計 10,279,80010,279,800― ―

(注) １　権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２　Ａ種優先株式の行使価額修正条項付新株予約権付社債券等としての特質は次のとおりであります。

（１）普通株式の株価の下落により、Ａ種優先株式の取得価額が下方に修正された場合に、同優先株式の取得請

　求権の行使により交付される普通株式の数が修正前と比べて増加する定めがあります。

（２）取得価額の修正の基準及び頻度

　　①　修正の基準

　　　転換請求期間の初日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の札幌証券取引所における当会社の普通株式の

　普通取引の毎日の終値(気配値表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)

　　②　修正の頻度

　　　１年に２回(平成26年１月21日から平成28年１月20日までのうち、毎年２月１日及び８月１日)

（３）取得価額の下限及び取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限

　　①　取得価額の下限

　　　当初転換価額の70％相当額

　　②　取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限

　　　Ａ種優先株式数に係る払込金額の総額を、当初転換価額の70％相当額で除して算出される株数

（４）当社の決定によるＡ種優先株式の全部又は一部の取得を可能とする旨の条項の有無

　　当社は、平成21年１月21日から平成28年１月20日までのうち、毎年６月１日から６月30日の期間内または12

月１日から12月31日の期間内において、法令の範囲内で、Ａ種優先株式の全部または一部を金銭を対価とし

て取得することができます。
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３　Ａ種優先株式の内容は、次のとおりであります。

(１) 優先配当金

①　当会社は、剰余金の配当を行うときは、Ａ種優先株式を有する株主(以下「Ａ種優先株主」という。)またはＡ

種優先株式の登録株式質権者(以下「Ａ種優先登録質権者」という。)に対し、普通株式を有する株主(以下

「普通株主」という。)または普通株式の登録株式質権者(以下「普通登録質権者」という。)に先立ち、Ａ種

優先株式１株につき30円を当該事業年度における上限として、発行に際して取締役会で定める額の剰余金

(以下「Ａ種優先配当金」という。)を配当する。

②　ある事業年度においてＡ種優先株主またはＡ種優先登録質権者に対して支払う剰余金の配当の額がＡ種優

先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

③　ある事業年度においてＡ種優先株主またはＡ種優先登録質権者に対しては、Ａ種優先配当金を超えて剰余金

の配当は行わない。

(２) 残余財産の分配

当会社の残余財産を分配するときは、普通株主または普通登録質権者に先立ち、Ａ種優先株主またはＡ種優先

登録質権者に対し、Ａ種優先株式１株につき1,000円を支払う。

前記のほか、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録質権者に対しては残余財産の分配は行なわない。

(３) 金銭を対価とする取得請求権(償還請求権)

Ａ種優先株主は、平成21年１月21日から平成28年１月20日までのうち、毎年５月１日から５月31日(当該日が

営業日でない場合には翌営業日)までの期間(以下「期末償還請求期間」という。)または11月１日から11月30

日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)までの期間(以下「中間償還請求期間」といい、期末償還請求期

間と中間償還請求期間を「償還請求期間」と総称する。)において、法令の範囲内で、Ａ種優先株式の全部また

は一部につき、金銭を対価とする取得請求(以下「償還請求」という。)をすることができる。当会社は、それぞ

れ、期末償還請求期間または中間償還請求期間満了の日から１ヶ月以内に、法令の定めに従い、株式の取得お

よび対価である金銭の交付(以下「償還」という。)の手続を行うものとする。但し、各償還請求期間において

法令の定める限度額を超えてその発行しているＡ種優先株式の株主からの償還請求があった場合、各Ａ種優

先株主が償還請求を行った株式数によるあん分比例の方式により決定し(但し、各Ａ種優先株主毎にあん分比

例の方式による計算の結果生ずることとなる１株未満の端数については、切捨てた数とする。)、あん分比例の

方式により決定できない残余分についてはそれぞれ期末償還請求期間または中間償還請求期間経過後におい

て実施する抽選その他の方法により決定する。また、取得の対価として当会社がＡ種優先株主またはＡ種優先

登録質権者に交付する金銭の額は、１株につき1,000円とする。

(４) 金銭を対価とする取得条項(強制償還)

当会社は、平成21年１月21日から平成28年１月20日までのうち、毎年６月１日から６月30日(当該日が営業日

でない場合には翌営業日)の期間(以下「期末強制償還期間」という。)内または12月１日から12月31日(当該

日が営業日でない場合には翌営業日)の期間(以下「中間強制償還期間」といい、期末強制償還期間と中間強

制償還期間を「強制償還期間」と総称する。)内において、法令の範囲内で、Ａ種優先株式の全部または一部

を、金銭を対価として取得(以下「強制償還」という。)することができる。なお、一部のＡ種優先株式について

のみ強制償還をするときは各Ａ種優先株主が有するＡ種優先株式の株式数によるあん分比例の方式により決

定し(但し、各Ａ種優先株主毎にあん分比例の方式による計算の結果生ずることとなる１株未満の端数につい

ては、切捨てた数とする。)、あん分比例の方式により決定できない残余分についてはそれぞれ期末強制償還期

間または中間強制償還期間経過後において実施する抽選その他の方法により決定する。取得の対価として当

会社がＡ種優先株主またはＡ種優先登録質権者に交付する金銭の額は１株につき1,000円とする。

(５) 議決権

Ａ種優先株主は、当会社株主総会における議決権を有しない。

(６) 株式の併合又は分割、募集割当てを受ける権利等

①　当会社は、法令に別段の定めがある場合を除き、Ａ種優先株式について株式の併合または分割は行わない。

②　当会社は、Ａ種優先株主に対し、募集割当てを受ける権利または募集新株予約権の割当てを受ける権利を与

えず、また株式無償割当てまたは新株予約権無償割当ては行わない。
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(７) 普通株式を対価とする取得請求権(転換予約権)

Ａ種優先株主は、以下に定める転換(以下において定義される。)を請求し得べき期間中、以下に定める転換の

条件で、当会社に対し、当会社の普通株式を対価として、その有するＡ種優先株式の取得(以下「転換」とい

う。)を請求することができる(以下、普通株式を対価とする取得請求権を「転換予約権」という。)。

①　転換を請求し得べき期間

平成26年１月21日から平成28年１月20日までのうち、毎年２月１日から４月30日(当該日が営業日でない場

合には翌営業日)まで及び８月１日から10月31日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)まで(それぞ

れ、以下「転換請求期間」という。)

②　転換の条件

Ａ種優先株式は、下記の転換の条件で当会社の普通株式への転換を請求することができる。

イ．当初転換価額

最初の転換請求期間の初日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)における時価とする。なお、上記

「時価」とは、当該転換請求期間の初日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)に先立つ45取引日目

に始まる30取引日の証券会員制法人札幌証券取引所(以下「札幌証券取引所」という。)における当会社

の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)とし、その計

算は円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を切り上げる。

ロ．転換価額の修正

転換価額は、最初の転換請求期間経過後の各転換請求期間において、Ａ種優先株式の全部または一部につ

いて転換請求がなされる場合には、当該転換請求期間の初日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)

における時価に修正されるものとし、転換価額は当該転換請求期間の初日(当該日が営業日でない場合に

は翌営業日)以降次回の転換請求期間の初日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)の前日までの間、

当該修正後の価額に修正される。但し、算出された価額が当初転換価額の70％相当額(以下「下限転換価

額」という。)を下回るときは、修正後転換価額は下限転換価額とする。また、算出された価額が当初転換

価額の130％相当額(以下「上限転換価額」という。)を上回るときは、修正後の転換価額は上限転換価額

とする。転換価額が転換請求期間の初日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)の前日までに、下記

ハ．により調整された場合には、下限転換価額および上限転換価額についても同様の調整を行うものと

する。

上記「時価」とは、当該転換請求期間の初日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)に先立つ45取引

日目に始まる30取引日の札幌証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示

を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)とし、その計算は円位未満小数第３位まで算出し、その小数

第３位を切り上げる。但し、当会社の普通株式が転換請求期間の初日(当該日が営業日でない場合には翌

営業日)に先立って札幌証券取引所において上場廃止された場合には、当会社の普通株式の上場廃止の日

に先立つ45取引日目に始まる30取引日の札幌証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の

終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日を除く。)とし、その計算は円位未満小数第３位まで算出

し、その小数第３位を切り上げる。

ハ．転換価額の調整

Ａ．Ａ種優先株式の発行後、次のａないしｃのいずれかに該当する場合には、転換価額を次に定める算式

(以下「転換価額調整式」という。)により調整する。

　 　 　 　 既発行

普通株式数
＋
新規発行普通株式数×１株当たり払込金額

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額×
１株当たり時価

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数

ａ．転換価額調整式に使用する１株当たり時価を下回る払込金額または処分価額をもって、普通株式を

発行または当会社が有する普通株式(以下「自己株式」という。)を処分する場合(但し、株式分割、転

換予約権付株式の転換または新株予約権の行使による場合を除く。)、調整後の転換価額は、払込期日

の翌日以降、または募集のための株主割当日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。なお、

自己株式の処分の場合には、転換価額調整式における「新規発行普通株式数」は「処分自己株式

数」、「１株当たり払込金額」は「１株当たり処分価額」とそれぞれ読替える。

ｂ．株式分割により普通株式を発行する場合、調整後の転換価額は、株式分割のための株主割当日がある

場合はその翌日以降、株式分割のための株主割当日がない場合は、当会社の取締役会において株式分

割の効力発生日と定めた日の翌日以降、これを適用する。

ｃ．転換価額調整式に使用する１株当たり時価を下回る価額をもって普通株式の新株予約権または普通

株式への転換予約権を行使できる有価証券を発行または処分する場合、調整後の転換価額は、当該新

株予約権または転換予約権を行使できる有価証券の発行日もしくは処分の日に、または募集のため

の株主割当日がある場合はその日の終わりに、発行または処分された新株予約権または有価証券上

の転換予約権が全額行使されたものとみなし、その発行日もしくは処分の日の翌日以降またはその

割当日の翌日以降これを適用する。
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Ｂ．上記Ａ．ａないしｃに掲げる場合のほか、合併または普通株式の併合等により転換価額の調整を必要

とする場合には、当会社の取締役会が適当と判断する転換価額に調整される。

Ｃ．転換価額調整式に使用する１株当たり時価は、調整後転換価額を適用する日(当該日が営業日でない場

合には翌営業日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の札幌証券取引所における当会社の普通株式

の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)とし、その計算は円位

未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を切り上げる。

Ｄ．転換価額調整式に使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する日(当該日が営業日でない場

合には翌営業日)の前日において有効な転換価額とする。また、転換価額調整式で使用する既発行普通

株式数は、株主割当日がある場合はその日(但し、株式分割を行うための当会社の取締役会において株

主割当日以外の日を株式分割の効力発生日と定めた場合は、その日)、また、株主割当日がない場合は調

整後転換価額を適用する日の１ヶ月前の日における当会社の発行済普通株式数(当該新規発行分は含

まれない。)とする。

Ｅ．転換価額調整式の計算については、円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を切り上げる。

Ｆ．転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にとどまると

きは、転換価額の調整は行わない。但し、その後転換価額の調整を必要とする事由が発生し、転換価額を

算出する場合には、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて、調整前転換価額からこの差額を差引

いた額を使用する。

ニ．転換により発行すべき普通株式数

Ａ種優先株式の転換により発行すべき普通株式数は、次のとおりとする。
　

転換により発行

すべき普通株式数
＝
Ａ種優先株主が転換のために

提出したＡ種優先株式の払込金額総額
÷ 転換価額

　

発行株式数の算出にあたって１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨て、当該端数につき金銭によ

る精算は行わない。

(８) 普通株式を対価とする取得条項(強制転換)

当会社は、平成28年１月20日までに償還(本項において、償還請求に基づく償還および強制償還に基づく償還

を含む。)されずかつ普通株式に転換されなかったＡ種優先株式を、その翌日(以下「Ａ種優先株式強制転換基

準日」という。)以降に開催される取締役会で定める日をもって、Ａ種優先株式１株の払込金相当額をＡ種優

先株式強制転換基準日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の札

幌証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日

数を除く。)で除して得られる数の普通株式を対価として、取得する(本項において、「強制転換」という。)。平

均値の計算は、円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を切り上げる。但し、当該平均値が下限転換価

額を下回るときは、Ａ種優先株式１株の払込金相当額を下限転換価額で除して得られる数の普通株式を対価

として交付する。また、当該平均値が上限転換価額を上回るときは、Ａ種優先株式１株の払込金相当額を上限

転換価額で除して得られる数の普通株式を対価として交付する。なお、転換価額がＡ種優先株式強制転換基準

日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)までに前項に定める転換価額の調整により調整された場合に

は、下限転換価額および上限転換価額についても同様の調整を行うものとする。上記の普通株式数の算出にあ

たって１株に満たない端数が生じたときは、これを切り捨て、当該端数につき金銭による精算は行わない。

(９) 種類株主総会の決議

種類株主総会の決議を要しない旨の定款の定めはありません。

４　Ａ種優先株主が株主総会において議決権を有しない理由

資本の増強にあたり、既存の株主への影響を考慮したためであります。

５　権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

該当事項はありません。

６　当会社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

該当事項はありません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

該当事項はありません。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

Ａ種優先株式

　
第１四半期会計期間

(平成23年１月１日から
平成23年３月31日まで)

第２四半期会計期間
(平成23年４月１日から
平成23年６月30日まで)

当該四半期会計期間に権利行使された
当該行使価額修正条項付新株予約権付
社債券等の数

― ―

当該四半期会計期間の権利行使に係る
交付株式数

― ―

当該四半期会計期間の権利行使に係る
平均行使価額等

― ―

当該四半期会計期間の権利行使に係る
資金調達額

― ―

当該四半期会計期間の末日における権
利行使された当該行使価額修正条項付
新株予約権付社債券等の数の累計

― ―

当該四半期会計期間の末日における当
該行使価額修正条項付新株予約権付社
債券等に係る累計の交付株式数

― ―

当該四半期会計期間の末日における当
該行使価額修正条項付新株予約権付社
債券等に係る累計の平均行使価額等

― ―

当該四半期会計期間の末日における当
該行使価額修正条項付新株予約権付社
債券等に係る累計の資金調達額

― ―

　

(4) 【ライツプランの内容】

　

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年６月21日(注)△200,00010,279,800 ─ 2,297,430 ─ 2,137,430

(注)  Ａ種優先株式の消却による減少であります。
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(6) 【大株主の状況】

　①　所有株式数別

　 　 平成23年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社札幌北洋ホールディン
グス

北海道札幌市中央区大通西三丁目11 2,178 21.19

関 寛 北海道札幌市豊平区 1,513 14.72

株式会社北洋銀行 北海道札幌市中央区大通西三丁目７ 411 4.00

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口４)

東京都中央区晴海一丁目８―11 293 2.85

株式会社北海道銀行 北海道札幌市中央区大通西四丁目１ 290 2.82

芙蓉総合リース株式会社 東京都千代田区三崎町三丁目３―23 270 2.63

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川二丁目27―２ 253 2.46

交洋不動産株式会社 北海道札幌市中央区大通西三丁目７ 176 1.71

株式会社札幌北洋リース 北海道札幌市中央区大通西三丁目11 166 1.61

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５－１ 155 1.51

計 ― 5,705 55.50

(注)  上記のほか、自己株式が1,293千株(12.58％、第３位)ありますが、明細より除いております。なお、自己株式

数には平成23年６月30日現在、資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)が所有する当社株式930千株を

含めております。

　②　所有議決権数別

　 　 平成23年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数
(個)

総株主の議決権
に対する
所有議決権数
の割合(％)

関 寛 北海道札幌市豊平区 1,513 18.39

株式会社札幌北洋ホールディン
グス

北海道札幌市中央区大通西三丁目11 578 7.03

株式会社北洋銀行 北海道札幌市中央区大通西三丁目７ 410 4.98

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口４)

東京都中央区晴海一丁目８―11 293 3.56

株式会社北海道銀行 北海道札幌市中央区大通西四丁目１ 290 3.52

芙蓉総合リース株式会社 東京都千代田区三崎町三丁目３―23 270 3.28

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川二丁目27―２ 253 3.08

交洋不動産株式会社 北海道札幌市中央区大通西三丁目７ 176 2.14

株式会社札幌北洋リース 北海道札幌市中央区大通西三丁目11 166 2.02

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５－１ 155 1.88

計 ― 4,104 49.88

(注)  上記のほか、資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)が所有する当社株式930,000株に係る議決権数が

930個(11.30％、第２位)ありますが、明細より除いております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
Ａ種優先株式

1,600,000
―

「１　株式等の状況」「(1)株式の総
数等」「②　発行済株式」の「内
容」欄の記載参照

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

1,292,000
930(注１、２)

完全議決権株式(その他)
普通株式

7,297,000
7,297(注１)

単元未満株式
普通株式

90,800
― (注１、３)

発行済株式総数 10,279,800― ―

総株主の議決権 ― 8,227 ―

(注) １　権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２　当社所有の自己株式が362,000株、資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)が所有する当社株式が

930,000株含まれております。

３　当社所有の自己株式が887株含まれております。証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
中道リース株式会社

北海道札幌市中央区北１条
東３丁目３番地

362,000930,0001,292,00012.57

計 ― 362,000930,0001,292,00012.57

(注)　他人名義で所有している理由等

所有理由 名義人の氏名又は名称 名義人の住所

「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度
の信託財産として拠出

資産管理サービス信託銀行株
式会社（信託Ｅ口）

東京都中央区晴海１丁目
８-12

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　
普通株式

月別
平成23年
１月

　
２月 ３月 ４月 ５月

　
６月

最高(円) 158 165 184 153 135 130

最低(円) 151 155 142 133 123 115

(注)　株価は、札幌証券取引所におけるものであります。

　

Ａ種優先株式

当社Ａ種優先株式は、非上場であるため、該当事項はありません。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期会計期間(平成22年４月21日から平成22年７月20日まで)及び前第２四半期累計期間

(平成22年１月21日から平成22年７月20日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期

会計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び当第２四半期累計期間(平成23年１月１日か

ら平成23年６月30日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間(平成22年４月21日か

ら平成22年７月20日まで)及び前第２四半期累計期間(平成22年１月21日から平成22年７月20日まで)に係

る四半期財務諸表並びに当第２四半期会計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び当第２

四半期累計期間(平成23年１月１日から平成23年６月30日まで)に係る四半期財務諸表について、瑞輝監査

法人により四半期レビューを受けております。

　

３  四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

　

４　決算期変更について

当社は、平成22年４月８日開催の第38回定時株主総会における定款一部変更の決議により、事業年度の末

日を１月20日から12月31日へ変更いたしました。これに伴い、前第２四半期会計期間は平成22年４月21日か

ら平成22年７月20日まで、前第２四半期累計期間は平成22年１月21日から平成22年７月20日まで、当第２四

半期会計期間は平成23年４月１日から平成23年６月30日まで、当第２四半期累計期間は平成23年１月１日

から平成23年６月30日までとなっております。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期会計期間末
(平成23年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,803,539 7,702,872

受取手形 29,650 128,447

割賦債権 17,723,427 18,026,330

リース債権及びリース投資資産 34,842,628 35,766,716

営業貸付金 2,713,991 1,958,339

その他の営業貸付債権 343,822 174,454

賃貸料等未収入金 1,570,820 1,510,087

その他の流動資産 670,393 593,303

貸倒引当金 △535,695 △677,551

流動資産合計 63,162,576 65,182,997

固定資産

有形固定資産

賃貸資産 ※1
 12,663,873

※1
 12,174,364

社用資産 ※1
 100,752

※1
 101,346

有形固定資産合計 12,764,625 12,275,710

無形固定資産 190,420 92,047

投資その他の資産

その他の投資 3,235,383 3,264,986

貸倒引当金 △292,593 △211,831

投資その他の資産合計 2,942,790 3,053,155

固定資産合計 15,897,836 15,420,912

繰延資産 20,594 36,482

資産合計 79,081,006 80,640,391

負債の部

流動負債

支払手形 606,749 1,073,808

買掛金 2,208,956 1,505,402

短期借入金 4,942,900 4,427,500

1年内返済予定の長期借入金 19,909,271 20,178,721

1年内償還予定の社債 3,276,000 1,106,000

1年内支払予定の債権流動化に伴う長期支払
債務

960,000 837,000

未払法人税等 140,828 247,490

割賦未実現利益 1,073,841 1,018,794

役員賞与引当金 － 20,000

賞与引当金 20,092 37,168

災害損失引当金 21,217 －

その他の流動負債 1,169,834 1,607,741

流動負債合計 34,329,688 32,059,623
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(単位：千円)

当第２四半期会計期間末
(平成23年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年12月31日)

固定負債

社債 301,000 3,024,000

長期借入金 29,182,132 30,286,920

債権流動化に伴う長期支払債務 894,000 266,000

退職給付引当金 12,689 13,187

受取保証金 6,488,800 6,647,486

資産除去債務 345,221 －

その他の固定負債 906,040 1,492,979

固定負債合計 38,129,882 41,730,572

負債合計 72,459,569 73,790,195

純資産の部

株主資本

資本金 2,297,430 2,297,430

資本剰余金 2,137,430 2,137,430

利益剰余金 2,393,562 2,612,921

自己株式 △219,393 △219,259

株主資本合計 6,609,029 6,828,523

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 16,864 30,100

繰延ヘッジ損益 △4,456 △8,426

評価・換算差額等合計 12,408 21,674

純資産合計 6,621,437 6,850,196

負債純資産合計 79,081,006 80,640,391
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成22年１月21日
　至 平成22年７月20日)

当第２四半期累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 15,170,587 14,577,537

売上原価 13,856,908 13,394,861

売上総利益 1,313,680 1,182,676

販売費及び一般管理費 ※1
 958,403

※1
 863,550

営業利益 355,276 319,126

営業外収益

受取利息 230 197

受取配当金 13,885 14,553

匿名組合投資利益 2,772 2,665

その他の営業外収益 735 253

営業外収益合計 17,622 17,668

営業外費用

支払利息 11,126 11,417

その他の営業外費用 587 2,179

営業外費用合計 11,714 13,596

経常利益 361,185 323,199

特別利益

償却債権取立益 1,086 8,291

特別利益合計 1,086 8,291

特別損失

投資有価証券売却損 － 6,930

投資有価証券評価損 － 10,504

固定資産除売却損 － 24

災害による損失 － 54,130

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 110,888

特別損失合計 － 182,476

税引前四半期純利益 362,271 149,015

法人税、住民税及び事業税 160,770 131,498

法人税等調整額 △3,700 △54,063

法人税等合計 157,070 77,435

四半期純利益 205,201 71,580

EDINET提出書類

中道リース株式会社(E04801)

四半期報告書

20/36



【第２四半期会計期間】
(単位：千円)

前第２四半期会計期間
(自 平成22年４月21日
　至 平成22年７月20日)

当第２四半期会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 7,642,437 7,239,650

売上原価 6,975,731 6,658,204

売上総利益 666,705 581,446

販売費及び一般管理費 ※1
 476,503

※1
 412,498

営業利益 190,202 168,948

営業外収益

受取利息 118 95

受取配当金 13,885 12,873

その他の営業外収益 604 75

営業外収益合計 14,607 13,044

営業外費用

支払利息 5,776 5,660

その他の営業外費用 190 65

営業外費用合計 5,966 5,725

経常利益 198,843 176,267

特別利益

償却債権取立益 595 4,671

特別利益合計 595 4,671

特別損失

投資有価証券評価損 － 1,869

固定資産除売却損 － 24

災害による損失 － 2,839

特別損失合計 － 4,731

税引前四半期純利益 199,437 176,207

法人税、住民税及び事業税 74,298 58,230

法人税等調整額 11,421 19,761

法人税等合計 85,719 77,991

四半期純利益 113,718 98,216
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成22年１月21日
　至 平成22年７月20日)

当第２四半期累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 362,271 149,015

賃貸資産減価償却費 446,836 492,745

社用資産減価償却費 20,726 28,404

賃貸資産処分損益（△は益） △33,677 △20,192

貸倒引当金の増減額（△は減少） △63,712 △61,094

災害損失引当金の増減額（△は減少） － 21,217

退職給付引当金の増減額（△は減少） 7,670 △499

賞与引当金の増減額（△は減少） △11,534 △37,076

投資有価証券売却損益（△は益） － 6,930

投資有価証券評価損益（△は益） － 10,504

匿名組合投資損益（△は益） － △2,665

受取利息及び受取配当金 △14,115 △14,750

資金原価及び支払利息 650,219 645,510

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 110,888

リース債務の増減額（△は減少） △277,735 △299,386

割賦債権の増減額（△は増加） 251,186 △167,315

リース債権及びリース投資資産の増減額（△は
増加）

1,619,653 486,875

営業貸付金の増減額（△は増加） 280,818 △925,021

未収入金の増減額（△は増加） － △60,733

賃貸資産の取得による支出 △175,246 △722,736

賃貸資産の売却による収入 118,106 91,845

固定化営業債権の増減額（△は増加） － △52,243

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △204,862 △158,686

仕入債務の増減額（△は減少） 1,954,626 236,495

前受金の増減額（△は減少） － △8,458

その他 171,004 △137,800

小計 5,102,233 △388,225

利息及び配当金の受取額 15,282 15,292

利息の支払額 △637,202 △669,782

法人税等の支払額 △166,274 △227,538

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,314,039 △1,270,254
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(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成22年１月21日
　至 平成22年７月20日)

当第２四半期累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年６月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △107,000 －

投資有価証券の売却による収入 88 70

出資金の分配による収入 1,755 2,468

無形固定資産の取得による支出 △12,405 △123,178

社用資産の取得による支出 － △936

定期預金の預入による支出 △348,000 △361,000

定期預金の払戻による収入 312,000 192,000

その他 2,436 1,775

投資活動によるキャッシュ・フロー △151,127 △288,801

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △800,000 515,400

長期借入れによる収入 9,008,171 10,638,552

長期借入金の返済による支出 △10,691,276 △11,526,156

債権流動化による収入 － 1,332,000

債権流動化の返済による支出 △554,807 △581,000

社債の償還による支出 △582,500 △553,000

自己株式の取得による支出 △400,406 △200,135

配当金の支払額 △107,455 △90,939

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,128,274 △465,278

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 34,639 △2,024,332

現金及び現金同等物の期首残高 5,735,061 7,377,872

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 5,769,700

※1
 5,353,539
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期累計期間(自　平成23年１月１日　至　平成23年６月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期累計期間(自　平成23年１月１日　至　平成23年６月30日)

○会計処理基準に関する事項の変更

（資産除去債務に関する会計基準の適用）

第１四半期会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年

３月31日）を適用しております。

これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ10,979千円減少し、税引前四半期純利益は121,867千

円減少しております。また、当該会計基準及び同適用指針適用開始による資産除去債務の変動額は

341,992千円であります。

　

【表示方法の変更】

　

当第２四半期累計期間
(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

(四半期キャッシュ・フロー計算書)

(１)前第２四半期累計期間において営業活動によるキャッシュ・フローの「リース債権及びリース投資資産の増

減額（△は増加）」に含めて表示しておりました「未収入金の増減額（△は増加）」（前第２四半期累計期

間367,302千円の増加）及び「前受金の増減額（△は減少）」（前第２四半期累計期間2,118千円の減少）

は、キャッシュ・フローの状況をより適切に表示するため当第２四半期累計期間より独立掲記しております。

(２)前第２四半期累計期間において営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりまし

た「固定化営業債権の増減額（△は増加）」（前第２四半期累計期間331,522千円の減少）は、キャッシュ・

フローの状況をより適切に表示するため当第２四半期累計期間より独立掲記しております。

　

　

当第２四半期会計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

該当事項はありません。

　

【簡便な会計処理】

　

　
当第２四半期累計期間

(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

法人税等並びに繰延税金資産及び

繰延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目

を重要なものに限定する方法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境
等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前事業
年度において使用した将来の業績予想やタックス・プランニングを利用する
方法によっております。
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【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

当第２四半期累計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年６月30日）

　該当事項はありません。

　

【追加情報】

　
当第２四半期累計期間

(自　平成23年１月１日　至　平成23年６月30日)
(災害損失引当金の計上基準)

　東日本大震災による設備損傷等に伴い、今後見込まれる設備復旧費用の支出に備えるため、当該損失見込額を見積
り計上しております。これに伴い、当第２四半期累計期間末において災害損失引当金を21,217千円計上しておりま
す。

　

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第２四半期会計期間末
(平成23年６月30日)

前事業年度末
(平成22年12月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

賃貸資産の減価償却累計額 5,103,017千円

社用資産の減価償却累計額 50,214千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

賃貸資産の減価償却累計額 4,727,301千円

社用資産の減価償却累計額 49,870千円

　

(四半期損益計算書関係)

第２四半期累計期間

　
前第２四半期累計期間
(自　平成22年１月21日 
  至　平成22年７月20日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年１月１日 
  至　平成23年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

貸倒引当金繰入額 116,997千円

役員報酬 36,453千円

従業員給料及び賞与 350,571千円

賞与引当金繰入額 18,444千円

福利厚生費 73,204千円

退職給付費用 25,457千円

租税公課 15,693千円

事務費 19,575千円

賃借料 72,190千円

減価償却費 20,726千円

 

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

貸倒引当金繰入額 19,533千円

役員報酬 25,550千円

従業員給料及び賞与 371,401千円

賞与引当金繰入額 20,092千円

福利厚生費 68,067千円

退職給付費用 18,163千円

租税公課 15,788千円

事務費 14,874千円

賃借料 76,201千円

減価償却費 28,404千円
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第２四半期会計期間

　
前第２四半期会計期間
(自　平成22年４月21日 
  至　平成22年７月20日)

当第２四半期会計期間
(自　平成23年４月１日 
  至　平成23年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

貸倒引当金繰入額 48,984千円

役員報酬 12,024千円

従業員給料及び賞与 176,700千円

賞与引当金繰入額 9,239千円

福利厚生費 41,220千円

退職給付費用 11,506千円

租税公課 8,066千円

事務費 14,711千円

賃借料 36,535千円

減価償却費 9,891千円

 

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

貸倒引当金繰入額 △16,395千円

役員報酬 13,526千円

従業員給料及び賞与 189,711千円

賞与引当金繰入額 10,046千円

福利厚生費 35,572千円

退職給付費用 6,632千円

租税公課 8,351千円

事務費 9,613千円

賃借料 38,611千円

減価償却費 13,587千円

 
　

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第２四半期累計期間
(自　平成22年１月21日 
  至　平成22年７月20日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年１月１日 
  至　平成23年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 6,292,700千円

預入期間が３か月超の定期預金 △523,000千円

現金及び現金同等物 5,769,700千円

 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 5,803,539千円

預入期間が３か月超の定期預金 △450,000千円

現金及び現金同等物 5,353,539千円
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(株主資本等関係)

　当第２四半期会計期間末（平成23年６月30日）及び当第２四半期累計期間（自　平成23年１月１日　至　平

成23年６月30日）

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 8,679,800

Ａ種優先株式(株) 1,600,000

合計 10,279,800

　
　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 1,292,887

(注)　「株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」の導入に伴い、平成23年６月30日現在において資産管理サービス信託銀行株式

会社(信託Ｅ口)が所有する当社株式930,000株は自己株式数に含めて記載しております。

　
　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年３月25日
定時株主総会

普通株式 36,939 5.00平成22年12月31日 平成23年３月28日 利益剰余金

平成23年３月25日
定時株主総会

Ａ種優先株式 54,000 30.00平成22年12月31日 平成23年３月28日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期会計期間末の契約額等は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。

　

(持分法損益等)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

当社は、本社及び各支店事務所等の不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係わる債

務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来移転する予定もな

いことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除

去債務を計上しておりません。
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(セグメント情報等)

　【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社は、事業の特性から区分される事業部門別の営業体制を採用しております。したがって当社は事業

部門に応じて、「リース・割賦・営業貸付」、「不動産賃貸」の２つを報告セグメントとしております。

「リース・割賦・営業貸付」は機械設備等各種物品の賃貸業務、商業設備、土木建設機械、輸送用機器

等の割賦販売業務及び金銭の貸付業務等を行っております。「不動産賃貸」は商業施設等を対象とした

不動産賃貸業務等を行っております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期累計期間(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他
（注）

合計
リース・割賦・
営業貸付

不動産賃貸 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 13,205,0131,318,80114,523,81453,72314,577,537

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 13,205,0131,318,80114,523,81453,72314,577,537

セグメント利益 160,478 361,489 521,968 12,727 534,694

(注)  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、メディカルサポート事業等を含んで

おります。

　

当第２四半期会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他
（注）

合計
リース・割賦・
営業貸付

不動産賃貸 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 6,566,687639,0287,205,71533,935 7,239,650

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 6,566,687639,0287,205,71533,935 7,239,650

セグメント利益 94,752 182,654 277,406 5,115 282,521

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、メディカルサポート事業等を含んで

おります。
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３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容(差異調整に関する事項)

当第２四半期累計期間(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

　 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 521,968

「その他」の区分の利益 12,727

セグメント間取引消去 ―

全社費用(注) △215,568

四半期損益計算書の営業利益 319,126

(注)  全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

当第２四半期会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

　 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 277,406

「その他」の区分の利益 5,115

セグメント間取引消去 ―

全社費用(注) △113,573

四半期損益計算書の営業利益 168,948

(注)  全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

(追加情報)

第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第20号 平成20年３月21日）を適用しております。

　

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動

がありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期会計期間末
(平成23年６月30日)

前事業年度末
(平成22年12月31日)

　 　

1株当たり純資産額 679.77円
　

　 　

1株当たり純資産額 676.27円
　

　

２．１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第２四半期累計期間

　

前第２四半期累計期間
(自　平成22年１月21日 
  至　平成22年７月20日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年１月１日
  至　平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 27.77円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 8.05円
　

１株当たり四半期純利益金額 9.69円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 3.71円
　

(注)　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期累計期間
(自　平成22年１月21日 
  至　平成22年７月20日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年１月１日
  至　平成23年６月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 205,201 71,580

普通株式に係る四半期純利益(千円) 205,201 71,580

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 7,389,430 7,387,388

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算
定に用いられた四半期純利益調整額の主要な内訳
(千円)

　 　

　内訳：Ａ種優先株式配当金 ─ ─

四半期純利益調整額(千円) ─ ─

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算
定に用いられた普通株式増加数(株)

　 　

　内訳：Ａ種優先株式 18,102,949 11,917,576

普通株式増加数(株) 18,102,949 11,917,576

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前事業年度末から重要な変動が
ある場合の概要

─ ─
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第２四半期会計期間

　

前第２四半期会計期間
(自　平成22年４月21日 
  至　平成22年７月20日)

当第２四半期会計期間
(自　平成23年４月１日
  至　平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 15.39円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 4.59円
　

　

１株当たり四半期純利益金額 13.30円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 5.13円

　

(注)　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期会計期間
(自　平成22年４月21日 
  至　平成22年７月20日)

当第２四半期会計期間
(自　平成23年４月１日
  至　平成23年６月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 113,718 98,216

普通株式に係る四半期純利益(千円) 113,718 98,216

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 7,388,939 7,387,081

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算
定に用いられた四半期純利益調整額の主要な内訳
(千円)

　 　

　内訳：Ａ種優先株式配当金 ─ ─

四半期純利益調整額(千円) ─ ─

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算
定に用いられた普通株式増加数(株)

　 　

　内訳：Ａ種優先株式 17,408,907 11,773,412

普通株式増加数(株) 17,408,907 11,773,412

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前事業年度末から重要な変動が
ある場合の概要

― ─

　

　

EDINET提出書類

中道リース株式会社(E04801)

四半期報告書

32/36



　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年９月１日

中道リース株式会社

取締役会  御中

　

瑞輝監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    大    浦    崇    志    印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    瀬  戸  口  　明 　慶    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中道

リース株式会社の平成22年１月21日から平成22年12月31日までの第39期事業年度の第２四半期会計期間(平

成22年４月21日から平成22年７月20日まで)及び第２四半期累計期間(平成22年１月21日から平成22年７月20

日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、中道リース株式会社の平成22年７月20日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年８月10日

中道リース株式会社

取締役会  御中

　

瑞輝監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    大    浦    崇    志    印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    瀬　戸　口   明    慶    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中道

リース株式会社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの第40期事業年度の第２四半期会計期間(平

成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成23年１月１日から平成23年６月30

日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、中道リース株式会社の平成23年６月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

　
追記情報

「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１四

半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

を適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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